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名取市協働提案事業団体調書 
令和  年  月  日 

団体名  

団体の所在地  

代表者職  代表者氏名  

団体の連絡先  

団体のＥﾒｰﾙ  

設立年月日  

設立目的 

 

活動分野 

 

該当する項目に 

✔をつけてくださ

い。複数でも可。 

☐ 保健、医療、福祉の増進 ☐ 国際協力 

☐ 社会教育の推進  ☐ 男女共同参画の形成促進 

☐ まちづくりの推進  ☐  子どもの健全育成 

☐ 観光の振興  ☐  情報化社会の発展 

☐ 農山漁村・中山間地域の振興 ☐  科学技術の振興 

☐ 学術、文化、芸術、スポーツの振興 ☐  経済活動の活性化 

☐ 環境保全 ☐  職業能力の開発・雇用機会の拡充 

☐ 災害救援 ☐  消費者の保護 

☐ 地域安全 ☐  市民活動団体の運営、活動の支援 

☐ 人権の擁護・平和の推進 
☐  前各号に掲げる活動に準ずる活動として 

都道府県又は指定都市の条例で定める活動 

主な活動拠点  

活動実績 

 

会員数 個人会員（   ）人   団体会員（   ）団体 

財政規模 

(支出ベース) 
前期又は令和５年度決算（         ）円 

 
＜事業内容に関する問い合わせ先＞ 

【添付書類】 
(１)□規約又は定款等の写し        (２)□役員名簿及び構成員名簿  
(３)□前期又は令和５年度の収支報告書   (４)□前期又は令和５年度活動報告書 
(５)□当期又は令和６年度の収支予算書   (６)□当期又は令和６年度の活動計画書 
(７)□団体の活動内容が分かるもの（チラシ、パンフレット等）  
※(１)～(６)については、直近の総会資料の添付でも可とします。 

連絡者氏名 自宅電話番号 

連絡者住所 携帯電話番号 

メールアドレス 

規約又は定款等に記載されている目的を記入してくだ

さい 

規約又は定款等に記載されている団体の活動につい

て、これまでの実績を簡潔に記入してください。 

（様式１） 
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名取市協働提案事業（担い手育成型）提案書 
 

令和  年  月  日 

名 取 市 長 あて 

 

              （申請者） 

               団体名                       

               団体住所                         

代表者職・氏名                    

 
このことについて、関係書類を添付して次のとおり提案します。 

１ 応募区分 

２ 事業の名称 
■ 担い手育成型 

事業の名称をご記入ください。 

３ 事業の概要 
 

（簡潔にご記入 

ください） 

４ 総事業費及び 

  名取市負担額 
総事業費(Ａ)  円（うち、名取市に支出を求める額(Ｂ) 円） 

５ 実施期間 補助金交付決定日  ～ 令和  年 月 日 

６ 事業の分野 

 

該当する項目に✔を

つけてください。 

■保健・医療・福祉の増進 □社会教育の推進 □まちづくりの推進 

□観光の振興 □農山漁村、中山間地域の振興 □学術・文化・芸術・スポーツの振興 

□環境の保全 □災害救援 □地域安全 

□人権の擁護・平和の推進 □国際協力 □男女共同参画社会の形成促進 

□子どもの健全育成 □情報化社会の発展 □科学技術の振興 

□経済活動の活性化 □職業能力の開発・雇用機会の拡充 □消費者の保護 

□その他（                                      ） 
 

〈補助金についての確認〉 

Ｑ１ 
補助金の額は、名取市協働事業審査会において決定され、審査の結果『採択』
された場合でも、補助金の額が希望の額（別紙名取市協働提案事業提案書、４
名取市負担額(B)）に沿えない場合があります。 

■理解した 

Ｑ２ 上記の場合でも事業の実施が可能ですか。 ■ 実施可能 ・ □ 実施不可能 

確認日 令和（  ）年（  ）月（  ）日  代表者氏名（              ） 

 

（様式２） 

団体の名称、団体の住所を 

記入してください。 

代表者の肩書・氏名を 

記入してください。 

例） 会長 ●● ●● 

この事業の概要を１００字程度で記入してください。 
この内容は、広報やホームページ等に掲載しますので、この文面だけで取り組

む内容がわかるように、ポイントをわかりやすく簡潔に記入してください。 

この事業において、該当する事業分野の項目に 

✔をつけてください。 

この事業を実施する場合における補助金の額や協働の形態

についての確認です。該当する□に✔をつけてください。 

事業の名称は ●●●●●事業 と 

最後に事業をつけて２０字以内にしてください。 

（●の箇所は１８文字以内でお願いします。） 
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         提 案 事 業 の 事 業 計 画 書 
 
１ 市と協働して解決したい課題・事業の目的（事業実施の背景） 

 

２ 事業内容（目的達成のためにどのような活動を行うのか） 

 

３ 事業の対象（どのような人を対象とするか） 

 

４ 事業の広報活動（チラシ印刷枚数・配布先・SNS や広報周知の活用等） 

 

（様式３） 

どのような課題を改善したいのか、課題が生まれた背景や現状を踏まえ

て、記入してください。 

事業の目的を達成するためにどのような活動を行うのか、わかりや

すく記入してください。 

事業の対象者を記入してください。 

事業についてどのように周知するのか記入してください。 
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５ この事業における団体の強み 

 

６ 市と協働したい理由・協働の必要性 

（協働を希望する課：    課 ・ 想定なし ） 

 

７ 市に期待する役割 （✔してください） 
 

✔ 情報提供（事業に必要な情報の提供） 

✔ 場所の確保（市施設を使用する際の確保） 

✔ 広報等での周知（広報なとりやＨＰの掲載、報道関係への周知） 

✔ 関係機関等への調整（市が関連する機関等へ調整） 

□ その他（                               ） 

 

８ 期待する成果及び効果（目指すゴール） 
 
 
 
 
 

 

 

※過去に採択・実施した事業を継続する場合、又は市が同一事業と判断した場合、ご記入ください。 

実施年度・事業名  

継続して提案事業を

実施する必要性 

 

自己資金確保のため

の検討等 

 

 

提案団体の持つノウハウや専門知識など、この事業における団体の

強みを記入してください。 

目的達成のために、市との協働が必要な理由、市との協働により期

待できることや相乗効果を記入してください。 

「１ 市と協働して解決したい課題・事業の目的（事業実施の背景）」

の結果となる、これから目指すゴールや達成したいことを記入して

ください。 

これまで名取市協働提案事業で実施した事業を継続して提案する場

合や市が同一の事業と判断した場合は、継続して実施する必要性（市

民ニーズがある等の理由や根拠等）と、事業を継続するための資金

確保についてどのように検討したのか記入してください。 
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９ 事業スケジュール  

年月 内容 募集予定人数 団体の活動人数 

※募集予定人数・団体の活動人数は、イベント予定がある場合に想定している人数をご記入ください。 
 

事業のスケジュールを記入してください。 

実施可能なスケジュールとなるように注意してください。 
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         提 案 事 業 の 収 支 予 算 書 

事業収支計画 

事業に係る見積り金額（総事業費）(Ａ)       円 

うち名取市に支出を求める額（Ｂ）       円 

 

消費税について （ 消費税免税業者 ・ 消費税課税業者 ）どちらかに〇をつけてください。 

※消費税免税業者は「税込」、消費税課税業者は「税抜」で見積額を記入してください。 

（収入） 

区 分 見積額（円） 積算根拠（数量、単価など）  〈税込・税抜〉〇囲み 

実費徴収 

 
（支出）                 

区 分 見積額（円） 積算根拠（数量、単価など）  〈税込・税抜〉〇囲み 

 
＜事業に係る旅費＞ ※ 
旅 費 

 

※経費を計上する場合は、根拠となる資料（団体で定めている規定など）を添付してください。 

（様式４） 

★この事業を行う上で、必要となる経費を記入してください。 

★経費がかからない場合は、０円と記入してください。 

★消費税が必要な経費については、消費税を含めて計上してください。 

例） 

報償費（単価×人数） 

旅費（単価×人数×日数）※自家用自動車の場合は１km 当たり３７円 

印刷製本費（印刷物の名称、枚数、大きさ、両片面、カラー白黒等を 

記入してください） 

・使用料で市施設を使用したい場合は、事務局へご相談ください。 

 

※備品費や人件費は、補助対象外の経費です。 

 

旅費に計上する際の、根拠となる資料を添付していただきますが、距離や経路

等、算定の根拠を記入してください。 

自己資金がある場合、実費負担で徴収する場合  

金額を記入してください。 


